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１ 統計法施行状況報告とは

統計法施行状況報告

統計法(平成19年法律第53号)第55条に基づき、統計委員会、総務省政策統

括官（統計基準担当）及び各府省等における統計行政の推進状況を 総務省に

統計法施行状況報告

括官（統計基準担当）及び各府省等における統計行政の推進状況を、総務省に
おいて取りまとめたもの。

→ 総務省は、毎年度、施行状況を公表するとともに、統計委員会へ報告

平成24年 平成24年

平成23年度統計法施行状況報告審議の流れ

各府省等総務省政策統括官
統計委員会
（内閣府）

6月14日
平成24年
9月頃

報 告
各府省等総務省政策統括官

（統計基準担当）

・施行状況を審議

（内閣府）

必要に応じて、

意見
統計行政の更なる推進

各府省等統計担当部局
からの報告を取りまとめ

《統計法第55条》

公 表 広く国民へ周知

・公的統計の有用性の確保
・審議結果への対応

１

公 表 広く国民へ周知



２ 統計法施行状況報告の構成

平成23年度統計法施行状況報告の構成は 次のとおり

Ⅰ 「公的統計の整備に関する基本的な計画」(平成21年３月13日閣議決定)の推進状況

平成23年度統計法施行状況報告の構成は、次のとおり。

・ 基本計画の推進体制や推進状況などを記述・ 基本計画の推進体制や推進状況などを記述。
→ 特に、今回は、基本計画において、「今後５年間に講ずべき具体的施策」として掲げられた196事項

について、「実施済」、「検討中」などの推進実績を初めて把握。

（別編） 基本計画 事項別推進状況（別編） 基本計画 事項別推進状況（別編） 基本計画 事項別推進状況（別編） 基本計画 事項別推進状況

Ⅱ 公的統計の作成

・ 基本計画において、「今後５年間に講ずべき具体的施策」として掲げられた196事項ごとに、
措置・取組状況を記述。

Ⅱ 公的統計の作成

・ 基幹統計調査や一般統計調査の実施状況、東日本大震災に係る統計データの提供
状況などを記述。

Ⅲ 調査票情報の利用及び提供

・ オーダーメード集計や匿名データの作成・提供の状況などを記述。

Ⅳ 統計委員会Ⅳ 統計委員会

・ 昨年度の統計法施行状況に関する審議結果報告書に掲げられた重要検討事項への
対応状況などを記述。

２

Ⅴ その他

・ 統計情報の提供（e‐Statの取組等）、「政府統計の統一ロゴタイプ」の策定などを記述。



「公的統計 整備に関する基本的な計画 平成 年 月 閣議決定

３ 「公的統計の整備に関する基本的な計画」の推進状況

「公的統計の整備に関する基本的な計画」(平成21年３月13日閣議決定)

「基本計画」の主な構成
第１）公的統計の整備に関する施策についての基本的な方針

公的統計の役割 公的統計の体系的整備の基本的な視点 など公的統計の役割、公的統計の体系的整備の基本的な視点 など

第２）公的統計の整備に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策
統計相互の整合性及び国際比較可能性の向上に関する事項、社会的・政策的なニーズに応じた統計の整備 など

第３）公的統計の整備を推進するために必要な事項
行政記録の活用等効率的な統計の作成 統計デ タの有効活用の推進 など

→ 196事項毎にそれぞれの実施時期や担当府省を定めたいわゆる工程表（５ヶ年計画）に当たるもの

行政記録の活用等効率的な統計の作成、統計データの有効活用の推進 など

別表）今後５年間に講ずべき具体的施策

検討中

実施困難

3.6％（7事項）

平成23年度末までの推進実績

平成23年度報告では、現行の基本計画の中間年に
あたることから 同計画の「別表」に掲げられた196事

実施済
40.3％
（79事項）全196事項

実施予定

18.4 ％

(36事項)

あたることから、同計画の「別表」に掲げられた196事
項について、「実施済」、「検討中」などの推進実績の
把握を初めて実施。

（79事項）全196事項

継続実施

8.7％
(17事項)基本計画（別表）196事項のうち

153事項（78.1％）について
措置済

基本計画（別表）196事項のうち

153事項（78.1％）について
措置済

２

継続実施
29.1％
(57事項)

措置済
（実施済・継続実施・実施予定の合計）

措置済
（実施済・継続実施・実施予定の合計）

３



４ 基本計画 事項別推進状況

統計の体系

・全産業分野を網羅的に把握する
「経済センサス」の的確な実施

・経済センサス‐活動調査を24年２月に初めて実
施。

統計の体系
的整備

・「国民経済計算」の整備と一次統
計等との連携強化

・国民経済計算について、資産推計の充実・改
善など作成基準を変更し、23年12月～24年１
月に公表。

少子高齢化等の進展やワ ク ラ 年 月就業構造基本調査等 非求職理由

経済・社会の
環境変化へ
の対応

・少子高齢化等の進展やワーク・ラ
イフ・バランス等に対応した統計の
整備

・企業活動の変化や働き方の多様

・24年10月就業構造基本調査等で、非求職理由
と出産・育児の関係等調査項目を充実。

・23年10月社会生活基本調査で、休暇取得日数の対応 企業活動の変化や働き方の多様
化等に対応した労働統計の整備

23年10月社会生活基本調査で、休暇取得日数
や健康状態等の調査項目を追加して調査。

統計デ タ

・情報技術を利用した統計データの
提供 公表

・政府共同利用システム（e‐Stat）等を活用した府
省間でのデ タ共有や外部提供を推進中統計データ

の有効活用
の推進

提供・公表
・研究等のニーズに応える匿名デー

タ・オーダーメード集計の作成・提
供

省間でのデータ共有や外部提供を推進中。
・調査ごとの匿名データ等の提供計画の策定・

公表、新規匿名データの開発推進。

効率的な統
計作成・統計
リソースの確

・行政記録情報を活用した統計の整
備

・統計調査の非協力者への対処

・労働保険情報等の行政記録情報について、事
業所母集団データベースへの活用を推進。

・23年10月18日の統計の日を契機に、「政府統

保
等

計の統一ロゴタイプ」を策定。

４



公的統計の作成

５ 公的統計の作成状況
公的統計の作成

◇ 基幹統計
・基幹統計調査の変更等

→ 全国物価統計調査の小売物価統計調査への統合（全国物価統計調査により ５年ごと→ 全国物価統計調査の小売物価統計調査への統合（全国物価統計調査により、５年ごと
に把握していた物価構造（店舗の場所や形態ごとの財・サービスの価格等）を毎年把握）。

・基幹統計調査の実施件数 39（うち、周期調査６、経常調査34 ※）

→ 「経済センサス－活動調査」を24年２月に初めて実施。

◇ 一般統計調査
・一般統計調査の実施件数 189  (うち、周期調査39、経常調査150)

⇒ 統計調査の実施件数 228

調査票情報の利用及び提供状況

◇委託による統計の作成等の実施（オ ダ メ ド集計）

※ 「医療施設調査」については、周期調査と経常調査を行っており、それぞれを1件と計上している。

◇委託による統計の作成等の実施（オーダーメード集計）
・提供が可能な統計調査 平成22年度 20調査(87年次分) ⇒  平成23年度 23調査(119年次分)

◇匿名データの作成、提供

５

◇匿名デ タの作成、提供
・提供が可能な統計調査 平成22年度 ４調査(13年次分) ⇒  平成23年度 ６調査(34年次分)



６ 統計委員会の審議結果における重要検討事項への対応状況

東日本大震災に係る統
計データの提供等

・被災地域を調査対象から一時的に除外することや、被災地域の統計データを補完推
計する等の措置を実施するとともに、被災に係る統計の公表を実施。

国民経済計算の整備と ・内閣府において具体的な検討スケジュールを明らかにする工程表を作成 当該工程国民経済計算の整備と
一次統計

・内閣府において具体的な検討スケジュールを明らかにする工程表を作成。当該工程
表に設けた５つの課題に対応したプロジェクトチームを立ち上げ、関係省庁と検討中。

ビジネスレジスター（事業
所母集団データベース）

・統計調査の母集団情報を提供する事業所母集団データベースについて、整備方針を
作成し、労働保険情報などの行政記録情報等の活用を推進。所母集団デ タ ス）

の構築・利活用

ワークライフバランスの
状況を把握するための
関連統計整備

・平成24年就業構造基本調査で、非求職理由と出産・育児の関係等調査項目の充実。
・平成24年雇用動向調査において、「直前の勤め先を辞めた理由」の選択肢を細分化

予定関連統計整備 予定。

非正規雇用の実態を的
確に把握するための関
係統計整備

・労働力調査において、平成25年１月実施分から有期雇用契約者数の把握を可能とす
るため、 調査事項を充実予定。

・平成24年就業構造基本調査において、１回あたりの雇用契約期間、雇用契約の更新
係統計整備

平成24年就業構造基本調査において、１回あたりの雇用契約期間、雇用契約の更新
回数等に関する調査事項を追加。

調査票情報の二次的利
用、提供

・オーダーメード集計や匿名データの提供可能調査を拡充（22年24調査⇒23年29調査）。
・統計データの二次的利用促進に関する研究会を開催し、諸外国における二次的利用

の現状等を踏まえ 共通的な課題を検討
用、提供

の現状等を踏まえ、共通的な課題を検討。

統計職員等の人材の育
成・確保

・統計部局職員による学会の大会等における研究発表。
・統計部局における大学等との人事交流を推進。

労働保険情報の「経済センサス 活動調査 の調査対象名簿整備 の活用等
行政記録情報等の活用

・労働保険情報の「経済センサス－活動調査」の調査対象名簿整備への活用等。
・行政記録情報等の統計作成への活用に係る実態調査の実施。

６


